
障害福祉サービスの負担上限月額が 15,000円となる者及び自立支援医療の 

負担上限月額が 2,500円となる者に係る収入８０万円の確認範囲について 

 

 

平成 18年 2月１０日 

厚生労働省障害保健福祉部精神保健福祉課 

 

 

 

障害福祉サービスの負担上限月額が 15,000 円となる者（障害者自立支援法施行令第 17

条第 1項第 3号）及び自立支援医療の負担上限月額が 2,500円となる者（同施行令第 35条

第 1項第 4号）を判定する際の収入については、以下の収入の合計額が 80万円以下となる

場合ですので、よろしくお願いいたします。 

 

 

法令上の規定（障害者自立支援法施行令第 17条第 1項第 3号、第 35条第 1項第 4号） 

① 地方税法第 292条第 1項第 13号に規定する合計所得金額 

② 所得税法第 35条第 2項第 1号に規定する公的年金等の収入金額 

③ その他厚生労働省令で定める給付 

 

 

① 合計所得金額（地方税法第 292条第 1項第 13号、第 313条第 1項及び第 2項、所得

税法第 22条）  ・総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額 

 

 

② 公的年金等の収入金額（所得税法第 35条第 3項、所得税法施行令第 82条の２）  ・国民年金法、厚生年金保険法、各共済組合法、独立行政法人農業者年金基金法などの
規定による年金（非課税となっている遺族年金、障害年金等は厚生労働省令で定める

給付として別に規定）  ・一時恩給以外の恩給（所得税法第 9条で非課税とされている遺族恩給等は除く）  ・過去の勤務により会社などから支払われる年金  ・適格退職年金契約による年金など 

 

 

③ 厚生労働省令で定める給付（表現は実際の省令とは異なります） 

・国民年金法に基づく障害基礎年金、遺族基礎年金及び寡婦年金並びに国民年金法等の

一部を改正する法律（昭和 60年法律第 34号）第 1条の規定による改正前の国民年金

法に基づく障害年金 

・厚生年金保険法に基づく障害厚生年金、障害手当金及び遺族厚生年金並びに改正前の

厚生年金保険法に基づく障害年金 

・船員保険法に基づく障害年金及び障害手当金並びに改正前の船員保険法に基づく障害

年金 



  ・国家公務員共済組合法に基づく障害共済年金、障害共済一時金及び遺族共済年金並び

に国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和 60年法律第 105号）第 1条

の規定による改正前の国家公務員等共済組合法に基づく障害年金 

  ・地方公務員等共済組合法に基づく障害共済年金、障害共済一時金及び遺族共済年金並

びに地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和 60年法律第 108号）第 1

条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法に基づく障害年金 

  ・私立学校教職員共済法に基づく障害共済年金、障害共済一時金及び遺族共済年金並び

に私立学校教職員共済組合法等の一部を改正する法律（昭和 60年法律第 106号）第 1

条の規定による改正前の私立学校教職員共済組合法に基づく障害年金 

  ・厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団

体職員共済組合法等を廃止する等の法律（平成 13年法律第 101号）附則第 16条第 4

項に規定する移行農林共済年金のうち障害共済年金、同条第 6 項に規定する移行農林

年金のうち障害年金及び同法附則第 25条第 4項各号に掲げる特例年金給付のうち障害

を支給事由とするもの 

  ・特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律に基づく特別障害給付金 

  ・労働者災害補償保険法に基づく障害補償給付及び障害給付 

  ・国家公務員災害補償法（他の法律において準用する場合を含む。）に基づく障害補償 

  ・地方公務員災害補償法に基づく障害補償及び同法に基づく条例の規定に基づく補償で

障害を支給事由とするもの  

  ・特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づく特別児童扶養手当、特別障害児福祉

手当及び特別障害者手当並びに法律第 34号附則第 97条第 1項の規定による福祉手当 

 

 

 

 



＜参照条文＞ 

 

○ 障害者自立支援法施行令（平成十八年政令第十号） 

第十七条 法第二十九条第四項に規定する当該支給決定障害者等の家計に与える影響その
他の事情をしん酌して政令で定める額（附則第十一条において「負担上限月額」という。）

は、次の各号に掲げる支給決定障害者等の区分に応じ、当該各号に定める額とする。  一・二 （略） 

三 市町村民税世帯非課税者であり、かつ、指定障害福祉サービス等のあった月の属す
る年の前年（指定障害福祉サービス等のあった月が一月から六月までの場合にあって

は、前々年とする。以下この号において同じ。）中の公的年金等の収入金額（所得税法

（昭和四十年法律第三十三号）第三十五条第二項第一号に規定する公的年金等の収入

金額をいう。第三十五条第一項第四号において同じ。）、当該指定障害福祉サービス等

のあった月の属する年の前年の合計所得金額（地方税法第二百九十二条第一項第十三

号に規定する合計所得金額をいい、その額が零を下回る場合には、零とする。第三十

五条第一項第四号において同じ。）及び当該指定障害福祉サービス等のあった月の属す

る年の前年に支給された国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）に基づく障害

基礎年金その他の厚生労働省令で定める給付を合計した金額の合計額が八十万円以下

である者又は支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者が

指定障害福祉サービス等のあった月において要保護者である者であって厚生労働省令

で定めるものに該当する場合における当該支給決定障害者等（次号に掲げる者を除

く。） 一万五千円  四 （略） 

２・３ （略）  ※ 自立支援医療は政令第三十五条第一項第四号で規定（範囲は同一） 

 

 

○ 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号） 

（市町村民税に関する用語の意義）  

第二百九十二条 市町村民税について、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。 

一～十二 （略） 

十三 合計所得金額 第三百十三条第八項及び第九項の規定による控除前の同条第一項
の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額をいう。 

２～４ （略） 

 

（所得割の課税標準） 

第三百十三条 所得割の課税標準は、前年の所得について算定した総所得金額、退職所得
金額及び山林所得金額とする。 

２ 前項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額は、この法律又はこれに基づく政
令で特別の定めをする場合を除くほか、それぞれ所得税法その他の所得税に関する法令

の規定による所得税法第二十二条第二項又は第三項の総所得金額、退職所得金額又は山

林所得金額の計算の例によつて算定するものとする。 

３～16 （略） 

 

 



○ 所得税法（昭和四十年法律第三十三号） 

（非課税所得） 

第九条 次に掲げる所得については、所得税を課さない。 

一・二 （略） 

三 恩給、年金その他これらに準ずる給付で次に掲げるもの 

イ 恩給法（大正十二年法律第四十八号）に規定する増加恩給（これに併給される普
通恩給を含む。）及び傷病賜金その他公務上又は業務上の事由による負傷又は疾病に

基因して受けるこれらに準ずる給付で政令で定めるもの 

ロ 遺族の受ける恩給及び年金（死亡した者の勤務に基づいて支給されるものに限
る。） 

ハ 条例の規定により地方公共団体が精神又は身体に障害のある者に関して実施する
共済制度で政令で定めるものに基づいて受ける給付  四～十七 （略） 

２ （略） 

 

（課税標準） 

第二十二条 居住者に対して課する所得税の課税標準は、総所得金額、退職所得金額及び
山林所得金額とする。 

２ 総所得金額は、次節（各種所得の金額の計算）の規定により計算した次に掲げる金額
の合計額（第七十条第一項若しくは第二項（純損失の繰越控除）又は第七十一条第一項

（雑損失の繰越控除）の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）とする。 

一 利子所得の金額、配当所得の金額、不動産所得の金額、事業所得の金額、給与所得
の金額、譲渡所得の金額（第三十三条第三項第一号（譲渡所得の金額の計算）に掲げ

る所得に係る部分の金額に限る。）及び雑所得の金額（これらの金額につき第六十九条

（損益通算）の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）の合計額 

二 譲渡所得の金額（第三十三条第三項第二号に掲げる所得に係る部分の金額に限る。）
及び一時所得の金額（これらの金額につき第六十九条の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）の合計額の二分の一に相当する金額 

３ 退職所得金額又は山林所得金額は、それぞれ次節の規定により計算した退職所得の金
額又は山林所得の金額（これらの金額につき第六十九条から第七十一条までの規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）とする。 

 

（退職手当等とみなす一時金）  

第三十一条 次に掲げる一時金は、この法律の規定の適用については、前条第一項に規定
する退職手当等とみなす。 

一 国民年金法 、厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）（第九章（厚生年金

基金及び企業年金連合会）の規定を除く。）、国家公務員共済組合法 （昭和三十三年法

律第百二十八号）、地方公務員等共済組合法 （昭和三十七年法律第百五十二号）、私立

学校教職員共済法 （昭和二十八年法律第二百四十五号）及び独立行政法人農業者年金

基金法 （平成十四年法律第百二十七号）の規定に基づく一時金その他これらの法律の

規定による社会保険又は共済に関する制度に類する制度に基づく一時金（これに類す

る給付を含む。第三号において同じ。）で政令で定めるもの  

二 厚生年金保険法第九章の規定に基づく一時金で同法第百二十二条（加入員）に規定
する加入員の退職に基因して支払われるもの及び石炭鉱業年金基金法（昭和四十二年

法律第百三十五号）の規定に基づく一時金で同法第十六条第一項（坑内員に関する給



付）又は第十八条第一項（坑外員に関する給付）に規定する坑内員又は坑外員の退職

に基因して支払われるもの  

三 確定給付企業年金法（平成十三年法律第五十号）の規定に基づいて支給を受ける一
時金で同法第二十五条第一項（加入者）に規定する加入者の退職により支払われるも

の（同法第三条第一項（確定給付企業年金の実施）に規定する確定給付企業年金に係

る規約に基づいて拠出された掛金のうちに当該加入者の負担した金額がある場合には、

その一時金の額からその負担した金額を控除した金額に相当する部分に限る。）その他

これに類する一時金として政令で定めるもの 

 

（雑所得） 

第三十五条 雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職
所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。 

２ 雑所得の金額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。 

一 その年中の公的年金等の収入金額から公的年金等控除額を控除した残額 

二 その年中の雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額から必要経費
を控除した金額 

３ 前項に規定する公的年金等とは、次に掲げる年金をいう。 

一 第三十一条第一号及び第二号（退職手当等とみなす一時金）に規定する法律の規定
に基づく年金その他同条第一号に規定する制度に基づく年金（これに類する給付を含

む。第三号において同じ。）で政令で定めるもの 

二 恩給（一時恩給を除く。）及び過去の勤務に基づき使用者であつた者から支給される
年金 

三 確定給付企業年金法の規定に基づいて支給を受ける年金（第三十一条第三号に規定
する規約に基づいて拠出された掛金のうちにその年金が支給される同法第二十五条第

一項（加入者）に規定する加入者（同項に規定する加入者であつた者を含む。）の負担

した金額がある場合には、その年金の額からその負担した金額のうちその年金の額に

対応するものとして政令で定めるところにより計算した金額を控除した金額に相当す

る部分に限る。）その他これに類する年金として政令で定めるもの 

 

 

○ 所得税法施行令（昭和四十年政令第九十六号） 

（非課税とされる業務上の傷害に基づく給付等）  

第二十条 法第九条第一項第三号イ（非課税所得）に規定する政令で定める給付は、次に
掲げる給付とする。  

一 恩給法の一部を改正する法律（昭和二十八年法律第百五十五号）附則第二十二条第
一項（旧軍人等に対する増加恩給等の給付等）の規定による傷病年金 

二 労働基準法第八章（災害補償）の規定により受ける療養の給付若しくは費用、休業
補償、障害補償、打切補償又は分割補償（障害補償に係る部分に限る。） 

三 船員法第十章 （災害補償）の規定により受ける療養の給付若しくは費用、傷病手当、

予後手当又は障害手当 

四 条例の規定により地方公共団体から支払われる給付で法第九条第一項第三号イに規
定する増加恩給又は傷病賜金に準ずるもの  

２ 法第九条第一項第三号ハに規定する政令で定める共済制度は、地方公共団体の条例に
おいて精神又は身体に障害のある者（以下この項において「心身障害者」という。）を扶

養する者を加入者とし、その加入者が地方公共団体に掛金を納付し、当該地方公共団体



が心身障害者の扶養のための給付金を定期に支給することを定めている制度（脱退一時

金（加入者が当該制度から脱退する場合に支給される一時金をいう。）の支給に係る部分

を除く。）で、次に掲げる要件を備えているものとする。 

一 心身障害者の扶養のための給付金（その給付金の支給開始前に心身障害者が死亡し
た場合に加入者に対して支給される弔慰金を含む。）のみを支給するものであること。  

二 前号の給付金の額は、心身障害者の生活のために通常必要とされる費用を満たす金
額（同号の弔慰金にあつては、掛金の累積額に比して相当と認められる金額）を超え

ず、かつ、その額について、特定の者につき不当に差別的な取扱いをしないこと。  

三 第一号の給付金（同号の弔慰金を除く。次号において同じ。）の支給は、加入者の死
亡、重度の障害その他地方公共団体の長が認定した特別の事故を原因として開始され

るものであること。 

四 第一号の給付金の受取人は、心身障害者又は前号の事故発生後において心身障害者
を扶養する者とするものであること。 

五 第一号の給付金に関する経理は、他の経理と区分して行い、かつ、掛金その他の資
金が銀行その他の金融機関に対する運用の委託、生命保険への加入その他これらに準

ずる方法を通じて確実に運用されるものであること。 

 

（公的年金等とされる年金）  

第八十二条の二 法第三十五条第三項第一号（公的年金等の定義）に規定する政令で定め
る年金（これに類する給付を含む。）は、次に掲げる年金とする。 

一 国民年金法等の一部を改正する法律第五条（船員保険法の一部改正）の規定による
改正前の船員保険法の規定に基づく年金  

二 厚生年金保険法附則第二十八条（指定共済組合の組合員）に規定する共済組合が支
給する年金  

三 旧令による共済組合等からの年金受給者のための特別措置法（昭和二十五年法律第
二百五十六号）第三条第一項若しくは第二項（旧陸軍共済組合及び共済協会の権利義

務の承継）、第四条第一項（外地関係共済組合に係る年金の支給）又は第七条の二第一

項（旧共済組合員に対する年金の支給）の規定に基づく年金  

四 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業
団体職員共済組合法等を廃止する等の法律 附則の規定又は同法第一条（農林漁業団体

職員共済組合法等の廃止）の規定による廃止前の農林漁業団体職員共済組合法の規定

に基づく年金  

２ 法第三十五条第三項第三号に規定する政令で定める年金（これに類する給付を含む。）
は、次に掲げる給付とする。  

一 第七十二条第二項第一号又は第七号（確定給付企業年金に係る規約に基づく一時金
に類する一時金）に規定する制度に基づいて支給される年金（これに類する給付を含

む。）  

二 中小企業退職金共済法第十二条第一項（退職金の分割支給等）に規定する分割払の
方法により支給される同条第五項に規定する分割退職金  

三 第七十二条第二項第三号イに規定する小規模企業共済契約に基づいて小規模企業共
済法第九条の三第一項（共済金の分割支給等）に規定する分割払の方法により支給さ

れる同条第五項に規定する分割共済金  

四 法人税法附則第二十条第三項（退職年金等積立金に対する法人税の特例）に規定す
る適格退職年金契約に基づいて支給を受ける退職年金（当該契約に基づいて払い込ま

れた掛金又は保険料のうちにその退職年金が支給される基因となつた勤務をした者の



負担した金額がある場合には、その年において支給される当該退職年金の額から当該

退職年金の額（その年金の支給開始の日以後に当該契約に基づいて分配を受ける剰余

金の額に相当する部分の金額を除く。）に当該退職年金に係る次条第一項の規定に準じ

て計算した割合を乗じて計算した金額を控除した金額に相当する部分に限る。） 

五 確定拠出年金法第四条第三項（承認の基準等）に規定する企業型年金規約又は同法
第五十六条第三項 （承認の基準等）に規定する個人型年金規約に基づいて同法第二十

八条第一号（給付の種類）（同法第七十三条（企業型年金に係る規定の準用）において

準用する場合を含む。）に掲げる老齢給付金として支給される年金  

３ 前項第一号に掲げる給付は、第七十六条第一項各号（退職金共済制度等に基づく一時
金で退職手当等とみなさないもの）に掲げる給付（年金に該当するものに限る。）を含ま

ないものとし、前項第四号に掲げる退職年金は、第七十六条第二項各号に掲げる給付（退

職年金に該当するものに限る。）を含まないものとする。  

４ 前項に規定する給付として支給される金額は、法第三十五条第三項に規定する公的年
金等に係る雑所得以外の雑所得に係る収入金額とする。 

 

 

 

 


